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持続可能な発展を支える災害レジリエンスの強化（仮訳）

現状
　2005年から2014年の10年間に、全世界で自然災
害と技術的災害が合わせて6000件以上発生してお
り、80万を超える人命が失われ、何百万という人
が立ち退きを余儀なくされ、1兆米ドル［1］以上の
被害が発生している。災害による損失は先進国と
開発途上国の双方において増大しつつある。貧困、
急激な人口増加、無秩序な都市化、腐敗行為、紛争、
土地利用の変化、構造設計がなされていない住居等
も含む貧弱な社会基盤といった、ハザードへの露出
と災害に対する脆弱性を増加させる人的要素が、気
候変動の天候パターンへの影響等による異常事象
の増加ともあいまって、自然及び技術的ハザードに
よる負の影響を増大させている。災害は、とりわけ
開発途上国において持続可能な開発を挫折させる。
したがって、災害リスクの軽減を持続可能な開発目
標に必須なものとして組み込むことが極めて重要
である。
　グローバル化が進んだ21世紀においては、一国
で発生した災害が他国において混乱を引き起こす。
例えば、2011年にタイで発生した洪水は自動車部
品工場を停止させ、ヨーロッパでの自動車生産に
悪影響が及ぶこととなった。2004年インド洋津波
では、タイの海岸線一体に洪水が発生し、死亡者
は観光客を含め5000人以上に及び、スウェーデン
史上最大の自然災害による死亡者数をもたらした。
2006年のシリアでの干ばつは現在の人道的危機の
誘因となった諸条件の一つであった。そして、2011
年に発生した東日本大震災は津波を引き起こし、原
子力施設の機能を阻害し、世界中に経済的影響をも
たらした。このような国際的事象は災害へのレジリ
エンスと持続可能な発展とが関連していることを
示している。
　意志決定者は、このような種類の危機による影響
を理解し、自然災害に対処し、技術的事故に対応
し、そして緊急対応準備と危機管理能力の向上に過
去の経験から得た教訓を適用するためのより良い
ツールを必要としている。科学は、ハザードについ
ての理解を深め、将来における緊急事態を予測し、

被害規模を数量的に把握する能力を向上させるこ
とで貢献できる。革新的なエンジニアリングによ
り、被害を軽減させると同時に、対応のための計
画や迅速な対応と復旧のための決定的情報を提供
することが可能となる。災害影響の連鎖を解明す
るには、因果関係についてのより深い理解と強固
な国際協力が必要であり、現時点では災害リスク
軽減に関する国際協力は充分なものではない。

主要な方向性
　2015年、国際社会は次の3つの主要な合意を行っ
た。すなわち「仙台防災枠組2015-2030」、「持続可
能な開発目標（SDGs）」及び「気候変動に関するパ
リ協定（パリ協定）」である。これらの合意は全体
として、2016年以降に緊急な行動の必要性とその
好機を示している。これらの合意間には重要な結
びつきがある。例えば、SDGsとパリ協定は、気象
学的ハザード及び地球物理学的ハザードの双方に
対してレジリエンスを構築できるような行動を明
らかにしている。また、仙台防災枠組は以下の4項
目を優先行動として掲げ、災害リスク軽減を持続
可能な発展における不可欠要素であるとしている。

　優先行動1：	災害リスクの理解
　優先行動2：	災害リスク管理のための災害リス

ク・ガバナンス強化
　優先行動3：	強靭性のための災害リスク削減への

投資
　優先行動4：	効果的な災害対応への備えの向上

と、復旧・復興過程における「より
良い復興（Build Back Better）」

　災害レジリエンスの強化には多くの利害関係者
が関与することになる。これらの優先課題を実現し
強靱な社会を構築するには、我々は、現在保有し
ている知識を最大限に活用すると同時に、広範囲
かつ総合的な社会的ニーズを満たすための新しい
タイプの科学と技術を生み出さなければならない。
この新たなアプローチを追求するには、自然科学、
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工学、医学、社会科学、政治科学及び人文科学にま
たがるインターディシプリナリーな（学際的）研
究、協働及び協力が必要となる。科学者、専門家、
政策立案者の間でのトランスディシプリナリー（社
会と学の連携のこと、以下超学際）な協働と高度な
意思の疎通が必要不可欠である。
　科学的知見が増加し科学技術の革新や積み重ね
が進展するにつれ、科学コミュニティはリスクを特
定し、システムに潜む脆弱性を評価すると共に、災
害リスクが持つ相互関連的性質について、より効果
的に他に伝達できるようになる。国毎に災害リスク
軽減のためのナショナル・プラットフォーム（防災
連携組織）を強化し、科学者や実務家が各国固有の
背景と言語を用いて利害関係者と密接に連携する
ことを奨励、あるいは可能にするための努力が必要
とされている。共通性と相互比較を可能とする標準
化された災害情報と元データや指標を構築し、異な
る国や地域間で容易にやり取りできるようにすべ
きである。災害データと情報の総合分析を推進し、
国際協力を促進することで、各国がどうすれば災
害やそのリスク軽減あるいは災害対応に自国のリ
ソースを最も効果的に動員できるかを特定できる
よう支援すべきである。このような努力を払うこと
で、多国間での対応が必要とされる際に相互運用性
が確保でき、災害のコストに関するより良質なデー
タの取得が可能になると同時に、被害緩和とレジリ
エンス構築への努力を通じて損害を大きく削減で
きるようになるのである。

災害レジリエンス構築と持続可能な発展のための
行動
　各国の政策立案者が広範囲な災害や影響の連鎖
に対応できるレジリエンス能力を向上させ、国際援
助や支援、あるいは経済的影響との関連を強めるた
めに、以下の6項目の行動を提言する。

１.	 災害への露出、ハザードに対する脆弱性及びレ
ジリエンスを評価するための測定手法と指標
を開発すること。この測定手法と指標は以下の
ことに使用できる。

　　 -	ハザードの変化や、社会的・環境的な問題
に起因する脆弱性及び災害への露出の変化
を、総体的視野で捉えることで、持続可能
な発展を妨げる、まだ十分に認識されてい
ない災害リスクを特定、可視化及び評価す

る。
　　 -	派生的な災害リスクを、効果的・一貫的な

手法で予測し、対応を準備し、軽減する。
　　 -	リスクのレベルを評価する方法を究明する。
　　 -	十分な情報に基づく投資決定を下し、その

投資効果の価値を理解する。
２.	 科学的・技術的知見を増進し、災害リスクの評

価の質を高める。これには、将来の事象につい
てより正確に予測する能力を進歩させる適切
なデータ基盤の構築、災害被害データ記録と保
管、災害が様々な地域やセクターでどのように
展開していくかについての理解の拡大等が含
まれる。

３.	 災害予防のために新技術を開発し効果的かつ
革新的なエンジニアリングを応用し、災害に対
する政治家及び一般市民の認識を常に高める
ことにより、また、精神面及び身体面での健康
管理を含めた効果的な緊急時対応と復旧を通
じて、自然ハザードと人為的ハザードが社会に
何を起こし、どのように対すべきかに関する理
解を深める。

４.	 フューチャー・アース［2］のような主要な国際
研究の枠組の協力の下、持続可能な世界への転
換を促進するために知識と支援を提供し、学際
的及び超学際的な協働努力を強化する。

５.	 投資家コミュニティの関与を求める。民間・公
的両部門の投資家は災害リスク軽減において
重要な役割を果たす。投資は持続可能な発展の
未来を牽引することから、災害レジリエンスの
ための意思決定に投資家をより確実に関与さ
せる方法を見いだすことが重要である。

６.	 実践コミュニティに焦点を合わせながら、民間
部門を含む多数の利害関係者と共に情報の共
有を促進し、災害リスク軽減のためのベスト
プラクティスやこれまで得られた教訓を共有
し、仙台防災枠組を実行するための実用的なソ
リューションを提供するためのフォーラムを
構築する。
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